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［要旨］
　都市人口と順位の規則性を表したランクサイズルール（順位・規模法則）が、ベキ法則を確

率密度関数とする累積確率分布関数と解釈できることや、都市人口以外の多くの指標データ

がベキ乗分布を示すことなどから、都市の規模あるいは勢力がベキ法則に従うことが導出さ

れた。このため、都市の規模あるいは勢力が正規分布を示すという従来の認識を見直すと

ともに、都市群の特徴を表すパラメータも平均値と分散ではなく、ベキ法則を集約的に表す最

大値と集積度を示すベキ指数を用いる必要がある。そこで本研究では、ベキ指数を用いた

都市群の集積度分析方法を独自提案するとともに、我が国の三大都市圏を対象とした分析

を行った。ベキ指数が示す集積度は、特定地域だけでなく、全地域の集積状況を総括して

得られる結果であり、従来の分析方法ではわかりにくかった都市群全体の集積度を把握する

上で効果的であることが明らかになった。

キーワード：ランクサイズルール、ベキ法則、グラフ理論、ネットワーク構造、集積度分析、人

口集中、大都市圏
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［Abstract］
A cities' size and/or influential potential can be expressed in terms of the Power

Law, a conclusion which can be drawn from the fact that a rank size rule expressing

the regularity of a cities' population and ranking can be interpreted as a cumulative

distribution function with power laws as probability density functions. Additionally, most

indexes related to cities are distributed along Power Law lines similar to those for

population. For this reason, there is a need to reconsider the prevailing assumption

that a cities' size and/or influential potential follow normal distributions. There is also

need to use maximum values expressing power laws and power law indexes of den-

sity to the analysis of city size and/or influential potential, instead using of averages

and variances. The present paper proposes an original method of analysis for the

density of city groupings, and carries out an analysis of Japan's three major metropoli-

tan regions. The power indexes presented for city density are not limited to particular

portions of a region, but are based on data taken from the region as a whole, and thus

make it easier to understand the status of an entire metropolitan region than had been

the case with previous analysis methods.

Keywords; Rank Size Rules, Power Laws, Graph Theory, Network Structure, Density

Analysis, Population Centralization, Metropolitan Areas
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1. はじめに

　都市研究や都市関連政策の形成の場において、平均付近に圧倒的大多数の都市が存在

し、そこから離れるに従い勢力の小さな（あるいは大きな）小数の都市が存在するという都市

群に対する認識は一般的である。このように、都市の規模あるいは勢力の指標データは、こ

れまで正規分布を示すと考えられてきた。

　しかし、都市の規模や勢力を表す代表的な指標の一つである都市人口の分布は、正規分

布に従っていない。都市人口と順位の関係にはある規則性が経験的に認められており、“ラ

ンクサイズルール（順位・規模法則）”あるいは“ジップの法則”として知られている※1。A・アダ

ミック※2は、この規則性がベキ法則を確率密度関数とする累積確率分布関数として理論的

に解釈できることを明らかにした。このため、都市人口データは正規分布ではなく、ベキ乗分

布を示す。

　これが都市人口だけでなく、都市の規模や勢力を表す他の指標にも当てはまるとすると、

これまでの都市群に対する認識を改めるとともに、都市群に関する分析についても見直しが

必要となる。例えば、都市の母集団を統計的に表すパラメータ“平均値”と“分散”ではなく、別

のパラメータが必要となる。

　そこで本研究では、第一に、都市の規模や勢力を表す指標データの分布を分析するとと

もに、都市の規模や勢力とベキ法則との関係について理論的な考察を行った。第二に、都市

の規模や勢力がベキ法則に従うという新しい都市群の認識に基づいて、都市群の分析方法、

特に集積度の分析方法について提案を行った。第三に、提案した分析方法を用いて、実際

に我が国の三大都市圏を対象とした人口集積度の分析を行った。

2. ジップの法則（ランクサイズルール）とベキ法則

■都市の規模と順位の関係

　“ランクサイズルール（順位・規模法則）”とは、都市の人口規模と規模順位との規則性を示

したものである。アウエルバッハによって初めて指摘され※3、米国の言語学者ジップ※4によっ

て規則性が見出された。この規則性は“ジップの法則”とも呼ばれており、都市人口と規模順

位だけでなく、英単語の出現頻度と出現順位の間などにも共通した規則性を見出すことがで

きる。

　ある国（または地域）の都市群が何らかの安定状態にあるとき、都市の人口規模をx、全体

における規模順位をRとすると、（1）式が経験的に認められる。これは、一般にパレート分布

あるいはベキ乗分布と呼ばれるもので、2番目に大きな都市の人口は最大都市の2分の1に、
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5番目の都市の人口は最大都市の5分の1に等しいことを意味している。

x = aR－1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1）

　このようなランクサイズルールに関する研究は、1960年以降、地理学の一分野である都市シ

ステム研究として米国を中心に急速に発達した。地理学者ブライアン・ベリーは、米国におい

ては都市圏から非都市圏への人口分散が進行していることや、都市人口規模分布と経済成長

との関係などを明らかにしており、その説明の際にランクサイズルールを活用している※5。その

後もランクサイズルールに関して様 な々研究が行われるが、ある国内の都市の階層性や都市

の成長・発生パターンを解明する方向ではなく、都市規模分布の国際比較研究へと発展して

いく。例えば、地理学者スチュアートは、世界72カ国を対象として第2位都市の人口と最大都

市人口との関係（首位性）を調べた結果、72カ国平均は0.31であり、第2位都市の人口がジッ

プの法則に従って最大都市の2分の1（0.5）であることは稀であることを明らかにしている※6。

また、国家における都市人口規模と順位との関係には対数正規型、首位都市型、多極型な

どの類型（ランクサイズモデル）が見出せること※7や、それらは時系列的な国家の発展パター

ンとして理解されることなどがわかっている。

　しかしこれまで、経験的法則であるランクサイズルールを、理論的に説明する試みはほと

んど行われてこなかった。そこでここでは、ランクサイズルールの理論的根拠を示していくこ

とにする。

　なお、ランクサイズルールでは、都市人口がパレート分布に従うことを示したものであるが、

都市人口が対数正規分布に従うことを観察した研究もみられる※8。パレート分布と対数正規

分布の分布形を比較すると、極小部分を除いて近似した曲線形に見える。これについては、

パレート分布と対数正規分布の確率密度関数の間に論理的な整合性が認められないこと、た

だし母集団の分散が大きい場合には、両者は近似的な整合性が認められることがすでに証

明されている※9。本研究では、この後に説明するランクサイズルールの理論的根拠に基づ

いて、都市人口がパレート分布に従うという立場をとる。

■ジップの法則（ランクサイズルール）とベキ法則

　2000年、ゼロックス・パロアルト研究センターのラーダ・A・アダミック※10は、ジップの法則

が、“ベキ法則”を確率密度関数とする累積確率分布関数として解釈できることを示した※11。

ベキ法則とは、2つの変数 y と x との間に（2）式の関係が成立する場合をいい、ジップの法

則やランクサイズルールのみならず、生命現象や社会的事象の分布に広くみられることが知

られている。
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y = bx－γ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2）

　一方、ジップの法則は、都市の人口規模を x、全体における規模順位を R とした場合に

（1）’’式で示される関係である。ランクサイズルール（（1）式）は、ジップの法則においてβの

値が1の場合であることがわかる。

x = aR－β ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1）’’

　順位とは、その値以上のサンプルがいくつ存在するかを示した指標である。そこで、（1）’’

式を、人口規模が x 以上である都市の数 R を示す関係式に変換すると、以下の（3）式に

なる。

R = a1/β x－1/β ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3）

　また、都市の絶対数ではなくて、都市総数 N に対する割合 r の式に書き直せば、以下

の（3）’式が得られる。

r =（A / N）x－1/β  　　A = a1/β ・・・・・・・・（3）’

A A A A

　さらに、人口規模がx 以上ではなくて以下である都市の割合pｘをとるならば、上記 （3）’

式は以下の（4）式のように示せる。これは変数 x に関する累積確率分布関数とみなせる。

pｘ［Ｘ＜ｘ］= 1 －（A / N）x－1/β ・・・・・・・・・・・・・（4）

　次に、この累積確率分布関数（（4）式）の導関数を求めることで、確率密度関数（5）式が得

られる。そして、それがベキ法則（（2）式）と同形であることから、ベキ法則は、ジップ法則の

背後にある確率密度関数を示す関係と考えることができる。

　このように、都市の人口規模の分布がジップ法則（ランクサイズルール）に従うとすれば、都

市の人口規模はベキ法則に従っているということができる。

pｘ’＝（A / N・β）x－（1/β＋1） ・・・・・・・・・・・・・（5）

■ベキ法則の特徴

　ランクサイズルールの背後にあるベキ法則について、その特徴を整理したい。
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ベキ法則を示す関係式（2）の両辺を常用対数に変換すれば、以下の（2）’式となる。

log y = log b －γlog x ・・・・・・・・・・・・・（2）’

　このようにベキ法則の示す分布は、両対数グラフ上でマイナスγの傾きを持つ対数線型の分

布である。正規分布のように平均値の周辺にほとんどが集中する分布ではなく、xの規模（ス

ケール）とは無関係に一様（スケールフリー）な分布を示す（図1参照）。これをここでは“スケー

ルフリー性”と呼ぶことにする。これは、“上には上が、下には下がいる関係”がどの順位帯にも

同じように現れることや、部分にみられる関係が全体の関係と一致することを示している。

図1　正規分布とベキ乗分布

　また、ベキ法則の場合、大多数が最小値の近辺に集まっている一方で、ごく少数がきわめ

て大きな値（最大値に近い値）を持つ。その結果として、パレートの法則※12が示す“80対20”

と呼ばれるような関係、つまり2割ほどの少数者が全体量の8割を手にするという不平等な関

係が生まれる。これを“不平等性”と呼ぶことにする。実際に、2002年の住民基本台帳人口

を用いて、全国の市町村の中で人口第1位の東京23区から、全順位の20％にあたる641位

の東予市までの累積人口を算出すると、総人口の78.9％に相当する。このように、2割の大

規模都市が8割の人口を抱えるという“80対20”の規則性が表れている。

　このような少数者への集中度を示すのがベキ指数γである。つまり、γ値が小さければ小

さいほど（あるいはジップの法則（ランクサイズルール）におけるβ値が大きければ大きいほ

ど）、相対的に少数者が相対的に多くを独占することになる。正規分布を示す母集団の特性

は、“平均値”と“分散”によって集約的に表現できるとすれば、ベキ法則に従う母集団の特性

確
率
密
度

規模

確
率
密
度
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は、“ネットワーク構造”（転入・転出人口）の変化が、タイムラグを生じて“点の値”“最大値（も

しくは最小値）”と“ベキ指数”によって集約的に表現できる。

　さらに、ベキ乗分布では、平均値の周辺に分布の偏りがなく、分散が無限大になる。一般

的に無限大の分散の場合は、いくらエネルギーを入力しても発散して、系は定常状態にはな

らないが、ベキ乗分布を持つ集合は、エネルギーを入力すると無限に分散して、系から出力

しなくとも、分散無限大という定常状態に収束するという性格を持っている※13。

　これは、ベキ法則が発生する理由に深くかかわっている。つまり、ベキ法則が生まれる条

件として、①たえず系への入力があること、②それを出力することなく内部で凝縮を重ね一

時的な定常状態を作ること、と整理することができる。構造物理学者バラバシは、ネットワー

ク上にベキ法則に従う分布が現れる理由として、ノードが増えるあるいはリンク数が増えると

いうネットワークの“成長”と、リンクの張り方がランダムではなく、強いノードにリンクするなど

成長にある傾向を持つ“優先的選択”の2つの条件をあげており※14、先の2条件と同じことを

示している。なお、これらの2条件をまとめて、成長する自律系（ネットワーク）と言い換えるこ

ともできる。

3. 都市規模を表す指標データの分布

■都市の分布に関する認識

　これまで都市の規模あるいは勢力を表すデータは、一般的に正規分布を示すと考えられ

てきた。そのため、都市研究や都市関連政策形成の場においては、平均付近に圧倒的大多

数の都市が存在し、そこから離れるに従い勢力の小さな（あるいは大きな）小数の都市が存

在するという都市群に対する認識が前提となることが多かった。例えば、特定都市の規模や

勢力の状況を表すには、全都市の平均値との比較から当該都市を位置づけるのが一般的で

ある。また、当該都市が平均値を下回っていれば、平均値水準まで数値を高めるための格

差縮小策が打ち出されることが多い。このように、都市の状況を集約的に表すには、正規分

布を表す“平均値”と“分散”が用いられてきた。

　しかし、「2.」に示したように、ジップ法則によれば都市人口データはベキ乗分布を示す。都

市人口は、都市の規模や勢力を表す代表的な指標であることから、少なくとも都市人口に

限っては、上記に示したこれまでの都市の規模あるいは勢力に対する一般的な認識は誤っ

ていることになる。

■都市規模データの分布

　そこで改めて、都市の規模あるいは勢力を示す主要な社会経済指標を取り上げ、国内の
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表1　都市の規模あるいは勢力を示す主要な社会経済指標

都市群のデータがどのような分布形に従うのかを明らかにした。なお、対象とした社会経済指

標は、表1に示す通り、市町村単位かつ経年で入手可能な既存統計資料から抽出した。

　結果は、図3に示す通りである。対象とした21の社会経済指標のほとんどにおいて、ベキ

乗分布に極めて近似した分布を示している。修正済み決定係数（R2）（表1・最右欄）をみる

と、都市公園面積（0.72）と製造品出荷額（0.76）がやや低い値をとっている他は、概ね0.8以

上の高い値を示している。特に、高等学校学校数（0.96）、病院（施設数）（0.96）、世帯数

（0.90）の決定係数が高い。ジップの法則（ランクサイズルール）が扱う人口の決定係数は

0.85であり比較的高い値を示している。
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　なお、図3の各図は、縦軸に規模、横軸に都市順位をとっていることから、正規分布がS字

を90度傾けたような曲線を描くことに留意する必要がある（図2右図参照）。ちなみに、正規分

布は釣鐘状の曲線を示すのは、縦軸に度数あるいは確率密度、横軸に規模をとった度数分

布図あるいは確率密度分布図においてである（図2左図参照）。

　一方、図4は、都市の規模あるいは勢力の指標を、二次的に加工した指標による都市群の

分布を示している。世帯人数、一人あたり乗用車保有台数、人口密度、一人あたり都市公園

面積のような“単位あたり数”、人口増加率のような同一指標の“経年変化率”、高齢化率のよう

な“部分率”を取り上げた。このうち、世帯人数、高齢化率、人口増加率、一人あたり乗用車保

有台数の4つの指標は、正規分布に近似していることがわかる。

　世帯人数は人口を世帯数で除した指標であるが、図3に示したように分子の人口も分母の世

帯数もベキ乗分布を示しており、これらを除すことで二次的に正規分布形に近似する分布が生

まれるのは興味深い。「2.」で説明したように、ベキ乗分布は上下に限界のみられない分布であ

り、上下に限界が生じるとベキ乗分布にはならない。実際に世帯人数は、下限値が1（人／世

帯）であり、上限も様 な々社会的制約等から定まっており、世帯人数の集合は、上下に限界を

持つことから正規分布形の分布を示すと考えられる。こうした事情は、他の3つの指標も同様で

ある。

　正規分布を示さなかった指標は、人口密度と一人あたり都市公園面積である。この2指標

は、世帯人数や一人あたり乗用車保有台数と同じ“単位あたり数”であるが、分母と分子の昇

降順序が異なっている。例えば、正規分布を示した世帯人数は、人口を世帯数で除した指

標であるが、人口も世帯数も都市規模に比例して同じように大きくなるため、計算値は平均化

しやすい。一方、正規分布を示さなかった人口密度は、人口を面積で除した指標であるが、

確
率
密
度

規模

確率密度 ジップ

順位

規
模

図2　確率密度関数及び順位規模関数における正規分布とベキ乗分布
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人口 世帯数

事業所数 従業員数

製造品出荷額 課税対象所得額

高等学校学校数 新築住宅着工戸数

病院（施設数） 都市公園面積

備考1）対象都市は、大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）に含まれる1都2府19県（東京都、大阪府、京都府、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、神奈川県、山梨県、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、兵庫県、奈良県、和歌山県）

の全市町村とした。図4も同様。

備考2）東京都特別区（23区）は1単位として扱った。政令指定都市は市を1単位とした。

図3　都市の規模あるいは勢力を示す社会経済指標データの順位規模分布
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面積は人口に反比例して大きくなることから、人口の少ない都市ほど人口密度が極端に低く

なる。このように、分母と分子の昇降の順序が異なる人口密度と一人あたり都市公園面積は、

正規分布ではなく、ベキ乗分布に近い分布に従うものと考えられる。

　また、人口密度を一人あたり都市公園面積と比較した場合、人口密度に正規分布と同様

な上限がみられるのは、都市空間上の制約があることや都市計画によるコントロールが行わ

れているため人口密度が極端に高くなることはなく、人口が多い都市間には人口密度の差が

生まれにくいことが理由である。

■ベキ法則に従う都市の分布

　このように、都市の規模あるいは勢力を表すほとんどの指標データが正規分布ではなく、ベ

キ乗分布を示していることから、都市の規模あるいは勢力は、ベキ法則に従うといってよいだ

ろう。これまでの都市の規模あるいは勢力を表すデータは正規分布を示すという認識は誤り

であるといってよい。

図4　その他の社会経済指標データの順位規模分布

 

世帯人数（2002年） 高齢化率（2000年）

人口増加率（1992-2002年）
一人あたり乗用車保有台数（2002年）

人口密度（2001年）
一人あたり都市公園面積（2002年）
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4. ベキ法則を用いた都市圏集積度の分析手法

　都市の規模あるいは勢力はベキ法則に従う。そこで、ベキ法則のパラメータである“ベキ

指数（ジップ指数）”を使った都市圏の集積度の分析を行うことにした。こうした新しい分析は、

従来の分析方法では得ることのできない新しい知見を生みだす。

4.1　都市圏の集積度分析

■従来の分析

　「3.」で検討したように、都市の規模あるいは勢力はベキ法則に従う。このため、都市群の

分布を表すパラメータも“平均値”と“分散”ではなく、ベキ法則を集約的に表す“最大値（もし

くは最小値）”と“ベキ指数（ジップ指数）”を用いる必要がある。最大値（最小値）は母集団の

規模水準を表し、ベキ指数（ジップ指数）は、母集団の集積（分散）度を表すパラメータであ

る。本研究ではこの集積度に着目したい。

　都市群（都市の集団）の集積度は、都市研究や都市・国土政策形成上、重要な指標であ

る。しかしこれまでは、首位性（第2位都市の人口と最大都市人口との関係）や、中心都市及

び中心都市圏の全体に占める割合などが採用されている。これでは、局所的な集中の状態

を把握することできるが、都市群全体の集中状態を把握することはできない。

　また、「2.」で触れたように、地理学の都市システム研究におけるランクサイズルールに関

する一連の研究においては、都市群の中でも上位都市だけを抽出して分析対象にするケー

スが主流であり※15、都市群全体を扱った研究はほとんどみられない。この背景には、成長

途上にあった我が国やアジア諸国において、人口や都市機能の集中や分散を大胆にコント

ロールして経済成長を促進させる必要があったことから、規模の大きい上位都市だけを対象

にすることが社会の要請に合致していたという事情が考えられる。

　しかし、現在では事情が大きく変わっている。都市政策上は、むしろより局所的な事情を勘

案する必要が生まれている。直近10年間の首都圏だけをみても、都心回帰現象などといわ

れるように、同心円状5km圏ごとに人口の転出入が大きく変化しており、質の高い都市政策

を展開するためには、きめ細かい地域の現状把握が求められる。反対に、国土政策上は、第

四次全国総合開発計画以来、多極・分散型国土づくりを志向しており、国土全体、つまり中

位あるいは下位クラスの都市群を含めた都市群全体での集中と分散の状況を把握する必要

が生まれている。

　しかし、このような都市群（都市圏）全体の集積度を測定する指標としては、従来の指標で

は不適当である。そこで、本研究では、有効な指標として“ベキ指数（ジップ指数）”を取り上

げ、その有効性について検討することにした。繰り返しになるが、都市群はベキ法則に従う
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ことがわかっており、またベキ指数（ジップ指数）は、都市群全体の集積度を表すパラメータ

である。

■観測値と理論値の乖離

　ところで、都市群がベキ法則に従っていれば“スケールフリー性”がみられることから、上位

都市群のベキ指数は、都市群全体のベキ指数と一致するはずである。それならば、上位都

市だけをみることで都市群全体を把握する従来の方法は正しいように思える。しかし実際に、

人口指標を用いて都市群のベキ指数をみると、都市群全体の理論値に比べ、頭（上位）と尾

（下位）において観測値が下振れしていることがわかる。これは、人口に限らず他の社会経

済指標も同様であり（図5参照）、さらにランクサイズルールのみなならず、ベキ法則全般にも

理論値と観測値に同様の乖離がみられる。

備考）人口（2002年住民基本台帳人口）は、全市町村を対象にした。

　　 病院（施設数）は、大都市圏の全市町村を対象（図3参照）にした。

図5　人口及び病院（施設数）順位規模分布の理論値と観測値

 

 

人口（2002年） 病院（施設数）

　この乖離の原因は、以下に示すように複数考えられる。一つは、環境的制約である。巨大

なものや微少なものが存続するには環境的な制約がかかることが考えられる。もう一つは、人

為的なコントロールである。70年代後半以降の我が国の国土政策がそうであったように、大

都市圏から人口や都市機能を政策的に分散させるなど、特に頭（上位）部分において人為的

な規制やコントロールが働いたことが考えられる。さらに、異なる成長パターンを持つ都市群

が複数内部に存在することがあげられる。単一の集合のようにみえる都市群が、実は成長段

階が異なる、あるいは成長のパターンが異なる都市群を複数集めた集合体と考えた場合、頭

（上位）には低い成長（低いベキ指数（ジップ指数））を示す都市群が位置づけられる一方、尾

（下位）には高い成長（高いベキ指数（ジップ指数））を示す都市群が位置づけられる、という
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ものである。図6は、全国の都市を人口規模で4階層に分け（左図）、各階層ごとの理論値を

表した（右図）ものであるが、人口1万人未満の都市群のベキ指数（ジップ指数）は-2.43、同

様に人口1万人以上3万人未満は-1.03、人口3万人以上10万人未満は-0.87、人口10万人

以上は-0.75となっており、成長パターンが異なる都市群が複数存在することが乖離の原因

であると説明することができる。

　このように、頭（上位）と尾（下位）において都市群全体の理論値と観測値が乖離している

ことから、上位都市だけを分析対象とする従来の分析方法では、少なくとも都市群全体の性

格を把握することができないことがわかる。

備考）人口（1970年国勢調査人口）は、全市町村を対象にした。

図6　人口4階層ごとの順位規模分布（理論値）の比較

4.2　都市圏分析の方法

■グラフ理論の適用

　ここでは、ベキ指数（ジップ指数）を用いた都市群の集積度の分析方法について整理する。

　まず問題になるのは、都市群が持つ数多くの特徴のうち何を分析の対象とするかである。

前章までは都市の規模や勢力に着目し、その分布によって都市群を表してきたが、都市群

の実態は規模や勢力ばかりではない。例えば、都市そのものの規模ではなく、都市間の関係

に着目しても、都市群の性格を表すことができる。

　そこで本研究では、グラフ理論を用いて、対象となる都市群を簡潔に表現することにした。

グラフ理論とは、いくつかの“点（要素）”と、それを結ぶいくつかの“辺＝点（要素）の間の関

係”からなる図形をグラフと定義し、様 な々角度からグラフの性質を研究する数学の一分野

（組み合わせ論）である。グラフはすべて比較的簡単な図形で表現できるだけでなく、行列
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で表すことが可能であり、行列を操作することでグラフの性質を探っていくことに特徴がある。

　グラフ理論では、対象の集合を、“点”と“辺”とで単純にモデル化することから始める。こ

こでは、都市群全体（都市の集合）を“都市間ネットワーク”ととらえ、都市を“点”、都市間の

関係性を“辺”と置き換えることにした。

図7　グラフ理論

■2つの分析アプローチ

　また、都市群の集積度の分析を行う上で、以下に示す2つの分析アプローチを採用するこ

とにした。

　一つは、都市群（都市間ネットワーク）の“ネットワーク構造”を分析するアプローチである。

グラフ理論は、それぞれの点が持つ辺の数を“次数”として表し、隣接行列（図7参照）を作成

する（辺の数だけでなく、辺の太さを考慮することもある）。この隣接行列を用いて次数の集

合の分布形を調べることで、都市間ネットワークの構造を明らかにするアプローチである。も

う一つは、都市群でのそれぞれの“点（都市）の値”を分析するアプローチである。これは、都

市の規模や勢力を表す指標データについて都市群全体の分布形を明らかにするアプローチ

である。

　“ネットワーク構造”は都市群に固有のものであり、都市間ネットワーク上の点（都市）間の交

流や交換のあり方を決定づける。そのため、そうした交流や交換の末に、それぞれ点（都市）

にもたらされる分配結果を蓄積したものが“点（都市）の値”と考えることができる。その点で

“ネットワーク構造”と“点（都市）の値”には、一種の因果関係を見出すことができる。

　なお、ジップの法則（ランクサイズルール）によって、都市群の“点（都市）の値”の分布はベ

キ法則に従うことが明らかになっているものの、都市群の“ネットワーク構造”についてベキ法

則に従うかどうか不明であり、この分析方法の妥当性が不明確である。しかし、この点につ

いては、1990年代後半以降盛んになったインターネット研究が参考になる。インターネット研

究において“点の値”を分析したものとしては、Webサーバのアクセス数とその人気順位が

ジップの法則（ランクサイズルール）に従うことを示した研究※16などがあり、“ネットワーク構造”
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を分析したものとして、Webサーバ間のリンク構造（リンク数の分布）についての研究※17など

多数がある。このWebサーバに関しては、“点の値”と“ネットワーク構造”のどちらもベキ法則

に従うことがわかっている。

■分析方法

　“点の値”の分析は、対象となる都市群の各都市の指標データについて、ベキ乗関数への

当てはまりや、ベキ指数による集積度を調べる。

　また、“ネットワーク構造”の分析は、都市間の関係性を表す指標データをもとに隣接行列

を作成し、各都市の合計値の分布について、“点の値”と同様の検討を行う。図8では転入人

口・転出人口の隣接行列を例示しているが、転出人口は“点”からのアウトゴーイング指標、

転入人口はインカミング指標であり、都市間の関係性に向きが有る（有向）ことから、転出人

口と転入人口とで別 に々合計値をとることとする。これはつまり、アウトゴーイング指標（転出

人口）とインカミング指標（転入人口）とに、それぞれ別のネットワーク構造があると想定し、

ネットワーク構造を分析することに他ならない。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　なお、本研究における都市圏集積度分析の中で“ベキ指数”とあるのは、正確にはジップ

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－指数（「2.」の（1）'' 式の“β”）を指している。

■使用指標

　本研究では、“ネットワーク構造”の分析を行うことから、都市間の関係性を定量的に示す

ことのできる社会経済指標を使用する必要がある。しかし、都市に関する既存統計資料のほ

とんどが、都市の規模や勢力を表す指標であり、都市間の関係性を表す指標は、表2に示す

通り極めて少ない。本研究では、人口（人口、転入人口、転出人口）を使用することにした。

　なお、都市群の特徴を解明するには都市の値だけでなく、都市間の関係性をみることが重

図8　“ネットワーク構造”の例
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要であるが、指標数が少なく十分な分析ができる状態にない。今後は、都市間の関係性を

表す統計を充実させていく必要がある。

■対象地域

　分析対象とする都市群は、我が国の三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）とする。また、

分析対象都市は各大都市圏に含まれる市町村とする。なお、各大都市圏の該当都府県は、

表3の通りである。

表2　分析対象項目

表3　対象大都市圏の都府県

備考）対象都府県は、首都圏基本計画、中部圏基本開発整備計画、近畿圏基本整備計画の各法定計画の設定によった。一部

に重複する県がある。

5. 大都市圏を対象とした都市圏集積度分析

　「4.」で設定した大都市圏を対象にした集積度分析の分析結果を整理した。分析の詳細は

巻末の【参考資料】に示す通りである。
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■指標ごとの分析結果

　“点の値”の分析を行う人口について、分析結果は図9に示す通りである。3つの大都市圏

とも1980年以降、ベキ指数が一貫して増加し、集積度が高まっていることがわかる。しかし、

集積度の増加の伸びが少なくなってきている。この傾向は、特に首都圏に顕著に表れており、

2000年には近畿圏のベキ指数と同程度にまでなっている。

　これを従来の集積度に関する分析、特に特定地域における部分率の経年変化を分析する

方法と比較してみたい。大都市圏の総人口に占める割合は、全国に対する当該大都市圏の

集積度をみる指標である。図10をみると、東京圏は1980年の30.29％から2000年には32.34

％と2.05ポイント上昇しており、図9のベキ指数が示す結果と同じ傾向がみられる。しかし、

中部圏は同様に0.17の微増にとどまり、近畿圏は-0.22の減少を示しており、ベキ指数が示

す傾向とは一致していない。

　次に、大都市圏内における中心都市及び中心地域の人口割合は、大都市圏内の集積度

をみる指標であり、むしろこの指標の方が指標の意味においてベキ指数と近い。図11では

中部圏を取り上げ、中心都市である名古屋市と中心地域である愛知県の中部圏人口に占め

る割合をみている。愛知県の人口割合が微増となる一方、名古屋市が減少しており、中心

都市の周縁に人口集中が起こっている様子がうかがえるものの、大都市圏全域でどのような

集積・分散傾向を示しているかは不明である。これを中部圏の人口のベキ指数でみると、一

貫した増加を示しており、中部圏全体の集積度は増加していることがわかる。

　ベキ指数が示す集積度は、特定地域の集積状況をみたものではなく、全地域の集積状況

を総括して得られる結果であり、従来の特定地域を対象とした部分率の経年変化ではわか

りにくかった都市群全体の傾向を知る上で効果的である。

図9　大都市圏別の人口のベキ指数の推移



20

　特に、従来の集積度を測る方法では、“中心－周縁”の考え方に基づき、大都市圏が同心

円状の構造を持つことが前提になっており、また、実際に大都市圏の人口分布が同心円状

地域ごとに同じ傾向を示していたことから、大都市圏内を同心円状に地域設定をしてそれぞ

れの地域ごとに集積度を測ることで、大都市圏全体の集積度を把握することができた。しか

し、今後の都市圏における集中・分散状況は、同心円状に起こるとは限らず、例えば新線開

発等によって放射線状の特定方面に集中が起こったり、安全性等の問題から特定地域にお

いてスポット的に人口減少が起こるなど、集中・分散状況はより複雑になることが想定される。

そうした中で、都市圏全体としての集積度を測ることができるベキ指数の指標としての有効

性は高まるものと考えられる。

図10　大都市圏の総人口割合の推移

図11　中部圏における名古屋市と愛知県の人口割合の推移
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　“ネットワーク構造”のインカミング指標である転入人口については、中部圏のベキ指数が

増加を示しているものの、首都圏及び近畿圏は横ばいが続いている。同じくアウトゴーイング

指標である転出人口については、転入人口と同様、中部圏のベキ指数が増加を示している

ものの、近畿圏は横ばい、首都圏は減少に転じている。これらは、大都市圏ごとに“点の値”

と“ネットワーク構造”の分析結果を比較対照することで、より顕著に大都市圏の集積度の特

徴が表れる。

図12　大都市圏別の転入・転出人口のベキ指数の推移

■首都圏の集積度の特徴

　図13に示したように、首都圏は人口のベキ指数が増加し集積度が高まっているものの、ベ

キ指数の増加は頭打ちの傾向がみられる。これは1990年以降、転出人口（アウトゴーイング

指標）のベキ指数が転入人口（インカミング指標）のそれを上回り、ネットワーク構造として分

散傾向が強くなったことが影響している。しかし、2000年になると転出人口のベキ指数が転

入を上回っているものの、その差が縮小し、分散傾向が若干弱まっていることがわかる。
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■中部圏の集積度の特徴

　中部圏は、人口及び転入・転出人口ともベキ指数が他圏域と比べ低く、分散した構造を持

つ（図14）。また、ベキ指数は増加傾向にあり、集積度を高めていることがわかる。

図13　首都圏の人口及び転入転出人口のベキ指数の比較

図14　中部圏の人口及び転入転出人口のベキ指数の比較

■近畿圏の集積度の特徴

　近畿圏は、首都圏ほどではないものの、人口増加に頭打ちの傾向がみられる（図15）。こ

れは、1990年以降、転出人口（アウトゴーイング指標）と転入人口（インカミング指標）のベキ

指数の差が縮小していることが影響している。しかし、首都圏と異なり転出人口のベキ指数

が転入人口のそれを下回っており、構造的に集中構造を持つといえる。

　このように、“ネットワーク構造”（転入・転出人口）の変化が、タイムラグを生じて“点の値”

（人口）の変化につながっていることがわかる。
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図15　近畿圏の人口及び転入転出人口のベキ指数の比較

6. おわりに

　本研究で得られた結論は、以下の通りである。

① 都市の規模あるいは勢力はベキ法則に従うことを明らかにした。都市人口と順位の規

則性を表すランクサイズルール（順位・規模法則）は経験則といわれてきたが、ベキ法

則を確率密度関数とする累積確率分布関数として理論的に説明することができる。こ

のことから、都市人口データはベキ乗分布となり、フリースケール性や不平等性を示す。

さらに、都市人口だけでなく都市の規模あるいは勢力を表すほとんどの指標がベキ乗

分布を示すことから、都市の規模あるいは勢力はベキ法則に従うといえる。

② これまで都市分析や都市関連政策の形成の場において、都市の規模あるいは勢力を

表す指標データは正規分布を示すと認識されてきた。しかし、都市の規模あるいは勢

力を表す指標データはベキ乗分布を示すことから認識を改める必要がある。都市に関

連した指標データのうち正規分布を示すものは、都市の規模あるいは勢力を表す指標

を二次的に加工したものであり、世帯人数など分子と分母の昇降順序が同一の“単位

あたり数”、人口増加率などの“経年変化率”、高齢化率などの“部分率”である。

③ 都市の規模あるいは勢力はベキ法則に従うことから、都市群の分布の特徴を表すパ

ラメータも正規分布を集約的に表す“平均値”と“分散”ではなく、ベキ法則を表す“最大

値（もしくは最小値）”と“ベキ指数（ジップ指数）”を用いる必要がある。最大値（最小値）

は母集団の規模水準を表し、ベキ指数（ジップ指数）は、母集団の集積（分散）度を表

すパラメータである。

④ 集積度を表す“ベキ指数（ジップ指数）”を用いた都市群の分析方法を提案した。まず、



24

グラフ理論を用いて都市群を点（都市）と辺（都市間）による都市間ネットワークととらえ

る。その上で、辺（都市間の関係性）の集合を分析する“ネットワーク構造分析”と、点

（都市）の集合を分析する“点の値の分析”を同時に行うこととした。ネットワーク構造は

都市群に固有であり、点（都市）の値に大きな影響を与えることから、両者の因果関係

についても分析を行うことにした。

⑤ 既存の国内統計資料のほとんどは、都市そのものの規模や勢力を表す指標であり、都

市間の関係性を表す指標は、転入・転出人口、パーソントリップ、通勤・通学者数など

極めて限られている。今後は、都市（群）の特徴をネットワークの観点から解明していく

ために、都市間の関係性を表す統計を充実させる必要がある。

⑥ 三大都市圏を対象として、“ベキ指数（ジップ指数）”を用いた都市群の分析を行った。

“ネットワーク構造分析”の指標には転入・転出人口を、“点の値の分析”には人口を用

いた。三大都市圏とも1980年以降、人口のベキ指数が増加し集積度が高まっている

が、増加の伸びは抑えられている。転入・転出人口は、中部圏のベキ指数が増加を示

している一方、近畿圏は横ばい、首都圏は横ばいまたは減少を示している。

⑦ 首都圏において、人口の集積度の伸びが抑制された原因として1990年以降、転出人

口（アウトゴーイング指標）のベキ指数が、転入人口（インカミング指標）のそれを上回

り、ネットワーク構造として分散傾向が強くなったことがあげられる。このように、“ネット

ワーク構造分析”は、アウトゴーイング指標とインカミング指標を別々のネットワークとと

らえ、ベキ指数による集積度を分析することでネットワーク構造の特徴を明らかにする

ことが可能である。

⑧ また、“ネットワーク構造”（転入・転出人口）の変化が、タイムラグを生じて“点の値（人

口）”の変化につながっており、両者には原因と結果の関係が認められる。“ネットワー

ク構造分析”と“点の値の分析”とを同時に行うことで、ネットワークの特徴をより深く理解

できることがわかった。

⑨ 従来、大都市圏の集積度は、“中心－周縁”の考え方に基づき、同心円状地域で測定し

ていた。しかし、今後の集中・分散状況は放射線状地域の人口集中やスポット的な人口

減少などからより複雑になると想定されることから、“ベキ指数”の指標としての有効性が

高まると想定される。ベキ指数が示す集積度は、特定地域の集積状況をみたものでは

なく、全地域の集積状況を総括して得られる結果であり、従来の特定地域を対象とした

部分率の経年変化ではわかりにくかった全体の傾向を知る上で効果的である。

丸田 一（まるた・はじめ）

国際大学グローバル・コミュニケーション・センター

主幹研究員　助教授
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図 i　首都圏の人口と都市順位

図 ii　首都圏人口のベキ指数の経年変化

【参考資料】人口に関する集積度分析

（1）「点の値（人口）」の分析
①首都圏

　首都圏の2000年の住民基本台帳人口をみると、第1位都市は東京23区であり、以下、横

浜市、川崎市、さいたま市、千葉市、相模原市の順となっている。首都圏の都市人口と順位

には、図 i でも確認できるようにランクサイズルールが適用されており、ベキ乗曲線回帰式の

修正済み決定係数は、2000年時点で0.85程度となっている。

　また、経年変化をみると、1970年に1.17であったベキ指数（ジップ指数）は、2000年には

1.32に増加しており、首都圏においては圏域全体の集積が進行している。しかし、増加の伸

びは頭打ちになっていることから、集積の進行が遅くなっていることがわかる。図 i 左図をみ

ると、Ｙ軸の接点である第1位（東京23区）の値がほぼ横ばい、あるいは減少しているのに、

勾配が経年であがる（ベキ指数（ジップ指数）が高まる）のは、10位前後～100位前後の都市

群の値が増加していることが理由である。これは、表 i をみても明らかである。
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表 i　首都圏の人口と都市順位一覧（単位：人）
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図 iv　中部圏人口のベキ指数の経年変化

図 iii　中部圏の人口と都市順位

②中部圏

　中部圏の2000年の住民基本台帳人口をみると、第1位は名古屋市であり、以下、浜松市、

静岡市、金沢市、岐阜市、長野市の順となっている。

　中部圏の都市人口と順位には、図iiiでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.87程度となっている。

　中部圏の2000年の人口のベキ指数は1.24であり、首都圏と比べると0.08ポイント程度低

いことから、中部圏の人口集積度は首都圏に比べ低いことがわかる。

　また、経年変化をみると、1970年に1.09であったベキ指数は、2000年には1.24に増加し

ており、圏域全体の集積が進行している。また、中部圏でも首都圏同様、増加率の頭打ち

がみられる。
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表 ii　中部圏の人口と都市順位一覧（単位：人）
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③近畿圏

　近畿圏の2000年の住民基本台帳人口をみると、第1位は大阪市であり、以下、神戸市、

京都市、堺市、東大阪市、姫路市の順となっている。

　近畿圏の都市人口と順位には、ランクサイズルールが適用されており、ベキ乗曲線回帰式

の修正済み決定係数は、2000年時点で0.93程度となっており、他圏域より説明力が高くなっ

ている。首都圏及び中部圏がどちらかというと「首位都市型」を示しているのに対して、中部

圏は図vでも確認できるように「対数正規型」（注記の※7を参照）を示しており、これが説明力

の違いとして表れている。

　また、近畿圏の2000年の人口のベキ指数は1.32であり、首都圏と同程度の集積度を示し

ている。さらに、経年変化をみると、1970年に1.16であったベキ指数は、2000年には1.32に

増加しており、圏域全体の集積が進行している。また、近畿圏でも他圏域同様、増加率の頭

打ちがみられる。

図 v　近畿圏の人口と都市順位

図 vi　近畿圏人口のベキ指数の経年変化



32

表 iii　近畿圏の人口と都市順位一覧（単位：人）
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（2）「ネットワーク構造（転入・転出人口）」分析
＜転入人口＞

①首都圏

　首都圏の2000年の転入人口をみると、第1位は東京23区、以下、横浜市、川崎市、さい

たま市、千葉市、市川市の順となっており、上位5都市は人口と全く同じ順位である。

　首都圏の転入人口と順位には、図viiでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.87程度となっている。

　また、経年変化をみると、1990年及び1995年のベキ指数に増減がみられたものの、概ね

1.48程度で推移している。

図 vii　首都圏の転入人口と都市順位

図 viii　首都圏における転入人口のベキ指数の経年変化
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表 iv　首都圏の転入人口と都市順位一覧（単位：人）
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②中部圏

　中部圏の2000年の転入人口をみると、第1位は名古屋市、以下、浜松市、金沢市、静岡

市、大津市、岐阜市の順となっており、上位2都市は人口と同じであるが、第3位以下は多少

順位が入れ替わっている。

　中部圏の転入人口と順位には、図ixでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.87程度となっている。

　経年変化をみると、ベキ指数に一貫して増加傾向がみられる。ただし、3大都市圏に共通

してみられた人口のベキ指数の増加に比べると、増加幅が小さくなっている。また、他の大

都市圏と比べ、ベキ指数が0.1ポイント以上低くなっている。

図 ix　中部圏の転入人口と都市順位

図 x　中部圏における転入人口のベキ指数の経年変化
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表 v　中部圏の転入人口と都市順位一覧（単位：人）
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③近畿圏

　近畿圏の2000年の転入人口をみると、第1位は大阪市、以下、神戸市、京都市、西宮市、

堺市、吹田市の順となっている。上位3都市の順位は人口と同じであるが、第4位の西宮市

が人口順位8位、第6位の吹田市が人口順位14位になっているなど、人口順位とは異なる順

位となっている。

　近畿圏の転入人口と順位には、図xiでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.93程度となっており、

人口同様、「対数正規型」に近い分布を示している。

　また、経年変化をみると、増減を繰り返しているものの増減幅は小さく、ベキ指数が1.51程

度となっている。

図 xi　近畿圏の転入人口と都市順位

図 xii　近畿圏における転入人口のベキ指数の経年変化
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表 vi　近畿圏の転入人口と都市順位一覧（単位：人）
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＜転出人口＞

①首都圏

　首都圏の2000年の転出人口をみると、第1位は東京23区、以下、横浜市、川崎市、さい

たま市、千葉市、船橋市の順となっており、上位5都市は人口と全く同じ順位である。

　首都圏の転出人口と順位には、図xiiiでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.89程度となっている。

　また、経年変化をみると、ベキ指数は1990年まで増加を示していたものの、それ以降は減

少に転じている。

図 xiii　首都圏の転出人口と都市順位

図 xiv　首都圏における転出人口のベキ指数の経年変化



40

表 vii　首都圏の転出人口と都市順位一覧（単位：人）
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②中部圏

　中部圏の2000年の転出人口をみると、第1位は名古屋市、以下、浜松市、静岡市、金沢

市、岐阜市、長野市の順となっており、上位6都市は人口と全く同じ順位である。

　中部圏の転出人口と順位には、図xvでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.88程度となっている。

　また、経年変化をみると、ベキ指数は一貫して増加しており、2000年のベキ指数は1.33と

なっている。

図 xv　中部圏の転出人口と都市順位

図 xvi　中部圏における転出人口のベキ指数の経年変化
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表 viii　中部圏の転出人口と都市順位一覧（単位：人）
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③近畿圏

　近畿圏の2000年の転出人口をみると、第1位は大阪市、以下、京都市、神戸市、堺市、

西宮市、豊中市の順となっており、人口や転入人口と比べ順位変動がみられる。

　近畿圏の転出人口と順位には、図xviiでも確認できるようにランクサイズルールが適用され

ており、ベキ乗曲線回帰式の修正済み決定係数は、2000年時点で0.94程度となっている。

　また、経年変化をみると、1985年以降ベキ指数は増加したものの、1995年以降、1.47程

度で横ばいとなっている。

図 xvii　近畿圏の転出人口と都市順位

図 xviii　近畿圏における転出人口のベキ指数の経年変化
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表 ix　近畿圏の転出人口と都市順位一覧（単位：人）




